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雇用者数は 11月も着実に増加、トランプ新政権は製造業雇用回復の重要性を改めて強調 

【要旨】 
 

 
 

 

 

 

 

 今週発表された 11月の雇用統計では、非農業部門雇用者数が前月比+17.8万人と市

場予想（Bloomberg 集計値:+18.0 万人）に沿った結果となった。10 月分は 1.9 万人

下方改訂され同+14.2 万人、9 月分は 1.7 万人上方改訂され同+20.8 万人となり、直

近 3ヵ月平均値は同+17.6万人。雇用者数は引き続き着実に増加している。 

 失業率は 4.6％と 10 月（4.9％）から大きく低下し、2007 年 8 月以来の低水準とな

った。失業率が大幅に低下したのは、就業者が増加した影響以上に、労働参加率が

低下（11 月：62.7％←10 月：62.8％）した影響が大きい。11 月の時間当たり名目

賃金は前年比+2.5％となり、2009 年 6 月以来の高い上昇率を記録した 10 月（同

+2.8％）から減速した。 

 今回の雇用統計は、賃金上昇率は鈍化したものの安定的な雇用増加と失業率の一段

の低下が示され、FRB が視野に入れている 12 月 13 日・14 日の FOMC での追加利

上げをサポートする内容だったと言える。 

 今後はトランプ新政権下の経済政策が労働市場へ与える影響も注目される。今週の

空調大手キヤリア社を巡る事例で、トランプ次期大統領の中で“製造業雇用の維

持・回復”が優先順位の高い課題であることが改めて確認された。 

 トランプ新政権は今後、法人税の税率引き下げを含む税制改正や規制緩和等によっ

て、製造業の海外移転を抑止し、国内回帰を促していくことが予想される。製造業

が本格的に国内回帰して（高学歴層だけでなく低学歴層も含めた）雇用増をもたら

すことが出来るのかどうか、今後 4年間の大きな注目点である。 
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11月の雇用者数の増加幅は市場予想に沿った結果 

今週発表された 11 月の雇用統計では、非農業部門雇用者数が前月比+17.8 万人と市場予想

（Bloomberg集計値:+18.0万人）に沿った結果となった（第 1図）。10月分は 1.9万人下方改

訂され同+14.2万人、9月分は 1.7万人上方改訂され同+20.8万人となり、直近 3ヵ月平均値は

同+17.6万人。雇用者数は引き続き着実に増加している。 

業種別に雇用増減をみると、「製造業」（同▲0.4万人）が 4ヵ月連続で減少し、「小売」

（同▲0.8 万人）と「情報」（同▲1.0 万人）が 2 ヵ月連続で減少した（第 2 図）。一方、

「鉱業」（同+0.2 万人）は 2 ヵ月ぶりに増加に転じ、「専門・ビジネスサービス」（同+6.3

万人）等が当該業種としては堅調な増加幅となった。雇用が増加した業種割合を示す雇用 DI

（民間）は 55.5となり 10月（59.2）から低下した。 

また、週平均労働時間（民間）は 34.4時間と 10月から不変、労働投入量は前月から+0.1％

増加した。 

 

   

 

労働参加率の低下を受けて失業率は低下、広義の失業率も低下 

11月の失業率は 4.6％と 10月（4.9％）から大きく低下し、2007年 8月以来の低水準となっ

た（第 3 図）。失業率の変化を要因分解すると、就業者要因が▲0.10％、労働参加率要因が

▲0.22％、人口要因が+0.08％となっている（第 4 図）（注 1）。失業率が大幅に低下したのは、

就業者が増加した影響以上に、労働参加率が低下（11 月：62.7％←10 月：62.8％）した影響

が大きく、あまり良い内容ではない。労働参加率は、高齢化による下押し要因が続くなかで

も、労働市場へ再参入する人が増えていること等からこのところ下げ止まっていたが、直近

2ヵ月は低下している。 

各種失業率も揃って低下した。通常の U-3 失業率に加えて「求職意欲喪失者」を含めた U-

4失業率は 5.0％（10月：5.2％）、U-4失業率に加えて「仕事を求めているが求職意欲喪失以
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外の理由で過去 4 週間に就職活動を行わなかった人」も含めた U-5 失業率は 5.8％（10 月：

5.9％）、U-5 失業率に加えて「経済的理由によるパートタイム労働者」も含めた U-6 失業率

（広義の失業率）は 9.3％（10月：9.5％）となっている（注 2）。 

（注 1）就業可能人口は、25454.0 万人となり前月から 21.9 万人増加。労働力人口は、15948.6 万人となり前月から 22.6

万人減少。就業人口（家計調査ベース）は、15208.5万人となり前月から 16.0万人増加。就業者率は、59.7％とな

り前月から不変。また、平均失業期間は、26.3週となり前月（27.2週）から低下。失業者に占める 27週以上の長

期失業者の割合は、24.8％となり前月（25.2％）から低下した。 

（注 2）「仕事を求めているが過去 4週間に就職活動を行わず失業者にカウントされていない人」は、193.2万人となり

前月から 23.2 万人増加。「経済的理由によるパートタイム労働者（非農業）」は、556.2 万人となり前月から

22.7 万人減少（「経済的理由によるパートタイム労働者」の就業者に占める比率は、3.8％となり前月（4.0％）

から低下。前者は「求職意欲喪失者（ディスカレッジド・ワーカー）」と「仕事を求めているが求職意欲喪失以

外の理由で過去 4週間に就職活動を行わなかった人」に分けられるが、「求職意欲喪失者」は 59.1万人となり前

月から 10.4万人増加。「仕事を求めているが求職意欲喪失以外の理由で過去 4週間に就職活動を行わなかった人」

は 134.1万人となり前月から 12.8万人増加。 

 

  

 

賃金上昇率は前年比+2.5％へ鈍化 

11 月の時間当たり名目賃金（民間・全雇用者ベース）は、前月比で▲0.1％となり 2015 年

12月以来の減少を記録。前年比も+2.5％となり、2009年 6月以来の高い上昇率を記録した 10

月（同+2.8％）から減速した（第 5 図）。一方、賃金上昇率の先行指標と考えられる「失業

者に占める自発的離職者の割合」は 12.5％と 10 月（12.1％）から上昇しており、賃金上昇率

が先行き一段と高まる可能性を示唆している。 

賃金上昇率（前月比）を業種別にみると、11 月は「公益」（前月比▲1.8％）、「鉱業」

（同▲1.4％）、製造業（同▲0.6％）をはじめとして低下した業種が多かった。 

今回の雇用統計は、賃金上昇率は鈍化したものの安定的な雇用増加と失業率の一段の低下

が示され、FRBが視野に入れている 12月 13日・14日の FOMCでの追加利上げをサポートす

る内容だったと言える。 
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トランプ新政権は製造業雇用の維持・回復を重視 

今後はトランプ新政権下の経済政策が労働市場へ与える影響も注目される。トランプ次期

大統領は今週、「ユナイテッド・テクノロジーズの子会社キヤリア（空調メーカー）がイン

ディアナ州工場のメキシコ移転を中止し、1,000 人程度の雇用を米国内で維持することになっ

た」と発表。キヤリア社は見返りとして、インディアナ州より 10年間で 700万ドルの税額控

除を受ける。この事例は、トランプ次期大統領の中で“製造業雇用の維持・回復”が優先順

位の高い課題であることを改めて示したと言える。 

米国では製造業雇用者数が中長期的に減少してきたため、オバマ政権下の過去 8 年間にお

いても数々の対策が打ち出されてきた（第 6図、第 1表）。2010年～2014年頃には、①シェ

ール革命によるエネルギー・原材料価格の低下、②新興国での賃金上昇等に伴う相対的な生

産コスト格差の縮小、③品質管理や生産所要期間の短期化を重視する姿勢の強まり、等を背

景として製造業の国内回帰（リショアリング）が散見され、製造業の復活が期待された。 

しかしながら、2015 年以降は製造業の生産・雇用が停滞してきたこともあり、製造業の復

活とそれに伴う雇用増加はやはり容易ではないと現在では一般に認識されている。その理由

としては「シェール革命からの恩恵が大きい化学産業等は特に資本集約的であったこと」、

「生産過程の自動化が一段と進展したこと」等が指摘されている状況だ（注 3）。 

トランプ新政権は今後、法人税の税率引き下げを含む税制改正や規制緩和等によって、製

造業の海外移転を抑止し、国内回帰を促していくことが予想される。製造業が本格的に国内

回帰して（高学歴層だけでなく低学歴層も含めた）雇用増をもたらすことが出来るのかどう

か、今後 4年間の大きな注目点である。 

（注 3）2015 年以降の製造業活動の鈍化には、ドル高や海外景気減速の影響もあったため、製造業の拠点立地の基調を

判断するのは尚早とも言える。 
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（2016年 12月 2日 栗原 浩史 hikurihara@us.mufg.jp） 

 

   

 

 

雇用者数

（万人）

製造業雇用

者数に占め

る割合（％）

雇用者数

（万人）

製造業雇用

者数に占め

る割合（％）

輸送用機器 199.2 11.6 161.0 13.1 -19.2

食品・飲料等 155.4 9.1 152.1 12.3 -2.1

金属製品 175.9 10.3 144.7 11.7 -17.7

機械 145.3 8.5 109.9 8.9 -24.4
コンピュータ・電子製品 187.1 10.9 104.6 8.5 -44.1

化学製品 97.7 5.7 81.5 6.6 -16.6
プラスティック・ゴム製品 93.2 5.5 69.0 5.6 -26.0

その他製品 72.8 4.3 59.9 4.9 -17.7

印刷等 79.8 4.7 44.8 3.6 -43.9

一次金属 60.8 3.6 38.2 3.1 -37.2

非金属鉱物 55.6 3.3 40.1 3.3 -27.9

家具等 67.7 4.0 39.0 3.2 -42.4

電気機器 58.3 3.4 38.6 3.1 -33.8

紙製品 59.9 3.7 37.4 3.0 -37.6

衣類・皮革等 45.7 2.7 13.4 1.1 -70.7

繊維製品 36.4 2.1 11.6 0.9 -68.1

（資料）米国労働省統計、議会調査局資料より三菱東京UFJ銀行経済調査室作成

雇用者数の

変化（2001

→16年、％）

2016年（1月）2001年（1月）

第1表：産業別にみた製造業の雇用者数
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